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新燃岳

平成23年1月26日から霧島山（新
燃岳）が噴火活動を活発化

●降灰等の堆積状況を調査するため、ヘリコプターによる上空からの調査及び地
上からの調査を実施

●調査に基づき、降灰等により土石流による被害のおそれが高まっている土
石流危険渓流を３５渓流抽出

●抽出した渓流の土石流による被害が想定される区域をシミュレーションに
より解析

●避難のための参考となる被害が想定される区域及び被害が想定される時期
に関する情報を県、関係市町に提供し、警戒避難対応を支援

霧島（新燃岳）

明瞭な降灰の
範囲

都城市方面

ヘリ等による降灰等の堆積状況調査

土砂災害緊急情報の作成

国土交通省職員による被害が想定される区域
のシミュレーションの実施状況

緊急調査の実施(1/27～)

Ｎ

土石流による被害が想定される時期

土砂災害緊急情報の発表(2/4～)

避難の為の参考となる雨量基準
2/4時点 時間雨量4mm
3/1時点 時間雨量10mm
5/2時点 高千穂峰東～南の土石流

危険渓流 時間雨量15mm
丘陵部の土石流危険渓流
時間雨量20mm

6/6時点 高千穂峰東～南の土石流
危険渓流 時間雨量15mm
丘陵部の土石流危険渓流
時間雨量20mm

6/29時点 高千穂峰東～南の土石流
危険渓流 時間雨量35mm
丘陵部の土石流危険渓流
土砂災害警戒情報が発表
されたとき

11/2時点 土砂災害警戒区域等
土砂災害警戒情報が発表
されたとき

降雨実績や現地調査
により見直し

土石流による被害が想定さ
れる区域の例

新燃岳噴火に伴う緊急調査の実施

土石流氾濫想定区域

土石流危険渓流
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■平成２３年１月２６日以降の新燃岳の噴火による降灰等により、土石流災害が発生する恐れがあること
から、除石を中心とした緊急的土石流対策工事を実施。（～5/31）
■その後、台風１５号等の降雨により、高崎川流域等において土砂流出があり、土砂を砂防設備により捕捉。保全
対象への被害及び緊急対策箇所より下流への土砂流出は認められなかった。
■地域の安全確保のため、出水により満砂状態となった堰堤については、次期出水に備えた土砂の除去工事を実
施している。

緊急的土石流対策（～5/31）

除石後（5/31) 捕捉状況（9/22)

台風15号（平成23年9月19～20日の降雨（時間雨量40mm、累加雨量
431mm）による土砂流出の捕捉（捕捉総量：約29,000m3）

除石量：約7,300m3

捕捉量：約2,500m3■荒川内上流砂防堰堤（都城市）

除石後（7/27) 捕捉状況（9/22)

捕捉量：約7,000m3■矢岳３号砂防堰堤（高原町）■高千穂第２砂防堰堤（高原町）

■荒襲川（都城市）

除石及びブロック積
み（5/31)

除石量：約23,100m3

土砂流出の捕捉状況

除石後（5/9)除石前（2/1)

除石前

新燃岳噴火に伴う緊急的な土石流対策（ハード対策）
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新燃岳における土石流監視の強化と情報提供
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霧島山（新燃岳）土砂災害対策現地連絡会

内 容 ：①国、県、市町による情報共有の強化
②土石流や泥流の発生に備えた対応策の検討
③その他、関係機関との調整

霧島火山防災連絡会（コア会議）

霧島山（新燃岳）の噴火活動の活発化に伴う降灰の堆積等により、
今後の降雨によって、土石流や泥流等の発生が懸念されるため、
体制を組織し、現地での災害対応の強化を図る。

霧島における火山活動ならびに火山防災対策に関する情報交換、および
地域住民等の防災意識の向上を図る。

内 容 ：①火山活動の情報交換 ②火山防災対策の情報交換
③火山防災意識の普及啓発活動に関すること など

現地連絡会開催状況

・ ・ ・ 1/27、2/3 開催

2/1～6月末まで計50回開催

コア会議開催状況

情報連絡担当官（リエゾン）の派遣

宮崎県（県庁・高原町・都城市）、鹿児島県（県庁・霧島市）へ整備局職員を派遣
［活動内容］ ・ヘリコプターから撮影した映像（DVD）、 写真の提供

・監視ライブ映像のネットワーク環境を設定し、映像配信の支援
・自治体開催の防災会議に参加、必要に応じた整備局資料を提供

リエゾンの活動状況

・ ・ ・ １月26日より派遣

霧島火山防災連絡会（コアメンバー会議）

政府支援チームが中心となり、霧島火山防災連絡会を基にコアメンバー会議を設置
（毎週火、木開催予定）

内 容 ：①噴火活動がより活発化した際の避難計画 ②土石流対策
③降灰量対策計画 ④観測・監視体制、情報共有・体制 など

2/22 等8回

新燃岳噴火に係る自治体支援の状況
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①岩手・宮城内陸地震（H20）、新潟県中越地震(H16)の際、多数の天然ダム（河道閉塞）が形成され、
県など地元自治体からの要請を受け、国が支援を実施。

②天然ダム、火山噴火に伴う土石流、地滑り等による大規模な土砂災害が急迫している場合、
・ひとたび発生すると広範囲に多大な被害が及ぶおそれ
・時々刻々と状況が変化し、リスクの把握に技術力が必要

経 緯

大規模な土砂災害が急迫している場合について
①住民に避難指示をする権限は市町村にあるが、技術力が不足し、避難指示の判断の根拠となる情報を

自ら入手することが困難。このため、国又は都道府県による技術的支援が必要。
②国と都道府県の役割や関与が不明確。

課 題

今回の追加事項

大規模な土砂災害が急迫〔天然ダム、火山噴火に伴う土石流、地滑り等〕

天然ダム、火山噴火に伴う土石流、天然ダムの湛水（高度な技術を要する土砂災害）については国、
地滑りについては都道府県が緊急調査を実施

緊急調査に基づき被害の想定される区域・時期の情報（土砂災害緊急情報）を市町村へ通知・一般へ周知

①大規模な土砂災害が急迫している状況において、市町村が適切に住民の避難指示の判断等を行えるよう
国又は都道府県が被害の想定される区域・時期の情報を提供

②高度な技術を要する土砂災害については国、その他の土砂災害については都道府県の役割や関与を法律上明確化

法改正の目的

市町村長が住民への避難を指示（災害対策基本法第６０条）等

土砂災害から国民の生命・身体を保護

(参考) 土砂災害防止法の改正

概 要
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